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１．決算概況
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2008年3月期　第1四半期　連結業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

四半期純利益

純営業収益

　15,691　

　　7,168　

7,391　

　　4,182　

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

14,886　

-1.6　

-14.7　

-17.3　

-23.0　

前年同期比
増減率

-5.2　

　15,440　

　6,113　

　6,112　

　　3,221　

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

　14,115　
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2007年3月期～2008年3月期　四半期業績（連結）推移

3,191

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

純営業収益

当第1四半期は前四半期比で、増収減益となる

2007年3月期

　+2.2

-6.3

-3.9

　+1.8

前四
半期比
増減率

15,691

7,168

7,391

第1四半期
（2006年4～6月）

14,886

12,882

5,043

5,077

第2四半期
（2006年7～9月）

11,905

13,737

5,803

5,744

第3四半期
（2006年10～12月）

12,642

四半期純利益 -11.74,182 2,789 3,646

15,100

6,527

6,358

第4四半期
（2007年1～3月）

13,861

3,221

15,440

6,113

6,112

第1四半期
（2007年4～6月）

14,115 

2008年3月期



①減収減益の要因



<6>

2.8
3.0

3.2

5.2

3.1

4.0

4.4
4.3

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

SBIイー･トレード証券のベーシス推移

（ベーシス）

（委託手数料÷委託売買代金）
　3ヶ月ごとの数値で計算。単体数値を使用。　委託手数料は決算短信より使用

2006年3月期第2四半期からのべーシス推移

2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期

2005年10月3日
手数料引き下げ

2005年7月1日　
手数料引き下げ

2006年6月1日～8月31日　　　　　
手数料引き下げキャンペーン実施

2006年9月1日　　　　
キャンペーン終了　　
新手数料体系スタート

-30％

①減収減益の要因
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SBIイー・トレード カブコム MBH 松井 楽天

2008年3月期第1Q
2007年3月期第1Q

主要オンライン証券のベーシス比較

主要オンライン証券5社のベーシス比較
（ベーシス）

（委託手数料÷委託売買代金）

出所：各社決算資料、月次開示資料等より当社作成
　　　4月～6月の累計。委託手数料は決算短信より単体数値を使用

①減収減益の要因
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22,104 23,444

0
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18,000

24,000

30,000

9,681

7,957

0

3,000

6,000

9,000

12,000

委託手数料収入（連結）

（委託手数料：百万円）

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

約17.8％減
委託手数料

委託手数料

委託売買代金

（委託売買代金：十億円）

約6.1％増
委託売買代金

①減収減益の要因
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SBIイー・トレード
楽天
カブコム
松井
マネックス
個人委託売買代金

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

（指数）
主要オンライン証券5社の四半期株式委託売買代金の指数推移

（2007年3月期1Qを100として指数化）

2007年３月期

SBIイー・トレード
106.1

楽天　86.9

カブコム　83.9

　マネックス　71.8
松井　70.9

2008年３月期

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

個人合計　86.8

①減収減益の要因
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②2008年3月期　第1四半期　決算のポイント（連結）

（1）委託手数料収入・・・前年同期比約 17.8％減の7,957百万円、前四半期比では約 3％減

（2）金融収益・・・前年同期比約 31.8％増の 5,386百万円に拡大

（3）引受・募集・売出手数料・・・前年同期比約 48.2％増の540百万円

（4）トレーディング損益・その他収入・・・前年同期比約0.2％減の1,555百万円

（6）販売費・一般管理費

・総合口座数1,450,764口座（2007年6月末現在）。当四半期中数は44,867口座（月間平均14,955口座）。
・個人株式委託売買代金における当社シェアは33.4％ （2008年3月期第1四半期）となり過去最高となる。

・自己融資等の拡大により、金融収支が前年同期比約24.2％増の4,077百万円に大幅拡大。
・信用口座数153,228口座（2007年6月末現在）。当四半期中獲得数は5,569口座（月間平均1,856口座）。

・株式関連引受・募集・売出手数料(単体)は約 88.5％増の156百万円に拡大。

・引受件数は証券業界トップクラスの好調な推移。

・債券の販売額が四半期ベースで過去最高を記録。外国為替保証金取引なども堅調に推移。

（7）E＊TRADE Korea Co.,Ltd.の概況

・活況な市況を反映して、大幅な増収増益を達成。

前年同期比では減収減益となるも、前四半期比では増収を達成

・約定件数は増加するも、変動費は減少。

（5）投資信託拡大への取組み及び実績

・取扱銘柄やノーロード投信の取扱本数の拡大により、投資信託関連収入は前年同期比約143.3％増となる。
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主要オンライン証券5社の口座数 主要オンライン証券5社の口座数推移
（口座数）（口座数） （2007年6月末現在） （2004年4月から2007年6月まで）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
　　　カブドットコム証券は2006年1月1日にＭｅネット証券と合併

主要オンライン証券の口座数比較

2004年

第1四半期は全体的
に獲得口座数の伸び
が鈍化。獲得数は
44,867口座で引き続
き、他社を上回る状
況。

ＳＢＩイー･トレード
1,450,764

マネックス
774,028

松井
684,243

楽天
704,508

カブコム
580,781

2005年

（1）　委託手数料収入

2006年 2007年
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51,841
29,263 24,328 34,052

21,864

40,572

23,942
19,565

22,528

18,799

54,321

30,134
30,579

23,226

19,616

44,867

28,960
23,664 16,170

18,175

0

50,000

100,000

150,000

200,000

SBIイー･トレード 楽天 マネックス 松井 カブコム

1Q(2007年4月～6月)
4Ｑ（2007年1月～3月）
3Ｑ（2006年10月～12月）
2Ｑ（2006年7月～9月）

191,601

98,136

（獲得口座数）

78,454

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計

主要オンライン証券の獲得口座数比較

112,299

2006年7月～2007年6月の1年間の獲得口座数

3Q

4Q

1Q

2Q

95,976

（1）　委託手数料収入
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出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

（百万円） 2007年6月における
1日当たり売買代金
（百万円）

2004年

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

主要オンライン証券5社の1日当たり平均売買代金の推移
（2004年1月から2007年6月まで）

※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。

松井
96,157

楽天
158,271

ＳＢＩイー･トレード
399,350

カブドットコム
70,368

2005年

カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

2006年

マネックス
75,354

2007年

（1）　委託手数料収入
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３大証券会社との株式委託売買代金比較
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（10億円）

出所：証券会社各社・東証の公表数値をもとに当社作成（イー・トレード証券分には海外投資家からの注文を含みます）

2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

各社の株式委託売買代金の推移

（単位：10億円、括弧内各社委託売買
代金を３市場委託で除したシェア）

日興シティ　6,640(2.6%)

大和 3,757(1.5%)
松井　5,423（2.1%）

野村 17,902（7.1%）

大和SMBC　9,488(3.7%)

SBIイー・トレード

23,911（9.4%）

日興コーディアル 1,454（0.6%)

2006年3月期

2005年3月期4Qに野村證券を抜く

2008年3月期1Qにおける委託シェア

2007年3月期 2008年3月期

（1）　委託手数料収入
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主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア

個人株式委託売買代金シェアの推移

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
　 マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

その他
34.3％

主要オンライン
証券5社

65.7％

13.2 　楽天証券

5.8 　カブドットコム

5.6 　マネックス

7.7 　松井証券

33.4％ＳＢＩイー・トレード

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

その他
37.2％

主要オンライン
証券5社
62.8％

13.2 　楽天証券

6.8 　マネックス

6.0 　カブドットコム

9.5 　松井証券

27.3％SBIイー・トレード

2006年3月期第1四半期
（2005年4月～2005年6月）

その他
38.5％

主要オンライン
証券5社
61.5％

8.3マネックス

11.2松井証券

5.4カブドットコム

11.8楽天証券

24.8％SBIイー・トレード

（1）　委託手数料収入
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(参考) 預り資産の推移

37,566

20,446

11,66312,895

17,412

12,774

17,729

42,057

13,989

21,828

0
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35,000

40,000

45,000

50,000

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天 カブコム

2006月6月末

2007年6月末

（億円） 前年比
＋12.0％

前年比
＋6.8％ 前年比

+1.8％
前年比
+9.5％

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計

前年比
+8.5％

（1）　委託手数料収入
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先物オプション取引の拡大

先物オプションの口座数推移

367,998

322,010

140,450

279,472

385,916

315,186
302,436

418,559
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先物オプションの手数料推移
（千円）

5月に売買手数料を引下げ：今後、取引拡大による収益貢献に期待

2006年3月期
2005年2004年

（口座数）

28,024

2006年
2007年3月期

2007年
2008年3月期

（1）　委託手数料収入
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(2) 金融収益（連結）
（百万円）

3,281

4,077

5,386

4,086

0

2,000

4,000

6,000 金融収益

金融収支（金融収益－金融費用）

金融収益
約31.8％増

決算のポイント

金融収支
約24.2％増

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）
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（信用口座数） 松井証券との信用口座数比較　主要オンライン証券5社の信用口座数

主要オンライン証券との信用口座数比較

2004年

6月末現在の総合口座数
における割合は10.6％（3
月末 10.5％、松井証券
は13.8％）。

（2004年3月から2007年6月まで）（2007年6月末現在）（信用口座数）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

ＳＢＩイー･トレード
153,228

松井
94,387

2005年

（2）　金融収益

2006年 2007年
6月
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信用建玉の推移

（2）　金融収益

320,801

474,475
449,108 466,178

29,762

55,88165,190

67,089

83,237

69,925
64,271
65,407

64,315

455,107

112,925
78,532

108,488
164,545
179,747

184,093
174,739

256,339
251,987

403,308
427,821

487,449

23,751 35,946

93,512

64,004
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一般（無期限）信用

制度信用（買・売）

（百万円）

2004年2003年

78,532

112,925
108,488

164,545

203,499
213,856
210,686

信用建玉（買・売の合計）の推移（月末残高）

307,869

2005年

321,529

387,891

567,988

519,033

2006年

570,686

(注)受渡日ベースで算出、SBIイー・トレード証券単体数値

492,093
468,715

519,112

2007年

530,493
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主要オンライン証券の信用建玉の推移

（2）　金融収益

2,736

5,3045,191

4,687

5,190

4,920

4,4194,673

4,173

4,473

5,204

1,7731,834

1,731
1,845

2,155
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1,7151,756
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（億円） 主要オンライン証券5社の信用建玉推移（月末残高）

2006年
(注)各社ホームページ等開示資料より当社にて集計。各社毎の開示ベース基準の数値にて作成

2007年
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貸株業務による収益の増加

（百万円）

74,233

54,746

57,516
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51,351
53,796

22,605

4,282

2,169
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（百万円） 各月末日における貸株残高 貸株業務による収益の推移

キャッシュ・マネジメントの強化による自己融資拡大により、業容拡大を図る

2006年3月期2005年

（2）　金融収益

※各月末日時点での時価で算定
2006年 2007年3月期2007年 2008年3月期
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(3) 引受・募集・売出手数料（連結）

（百万円）

540

365

0

200

400

600

決算のポイント

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

約48.2％増
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ＩＰＯ、PO引受関連手数料（単体）
（百万円）

156

82

0

50

100

150

約88.5％増

（3）　引受・募集・売出手数料

※　引受・募集・売出し手数料より株式関連手数料を抜粋

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）
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IPO引受実績①

（3）　引受・募集・売出手数料

※　オーバーアロットメントを含む。

ＳＢＩイー・トレード証券

新規公開株式引受実績

3月期 3月期 3月期 3月期3月期 3月期

17

94

34

87

42

23

3838

8

0

20

40

60

80

100

120

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年2006年 2007年 2008年
3月期

（引受社数）

3月期

121

3月期

1Q 1Q

206
226

361

468

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天

出所：各社公表資料等より当社にて集計。各社のオンライン取引創業から
　　　　2007年6月末日（上場日ベース）まで。委託販売、不動産投信を除く。

（引受社数）

主要オンライン証券4社

累計引受社数実績

上場日ベース、委託販売・不動産投信を除く。
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IPO引受実績②

（3）　引受・募集・売出手数料

2,838

12

571
361

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天

（百万円）

主要オンライン証券4社

2008年3月期第1四半期　引受金額実績

出所：公表資料等より当社にて集計。
　　　　2007年6月末日（上場日ベース）まで。委託販売、不動産投信を除く。

※オーバーアロットメントを含む。業者委託は含まない。

（公募価格×引受株数）

4

2

13

17

0

5

10

15

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天

（引受社数）

主要オンライン証券4社

2008年3月期第1四半期　引受社数実績
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(4) トレーディング損益・その他収入（連結）

（百万円）

1,5551,558

0

500

1,000

1,500

2,000

約0.2％減

決算のポイント

その他の受入手数料＋トレーディング損益＋その他の営業収益＋401Ｋ関連売上高

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）
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債券販売の実績

円債・外債を合わせた債券の販売額が

過去最高を記録

債券販売額（公社債、外債）の推移

（4）　トレーディング損益・その他収入

※ 個人向け国債の収益は引受・売出手数料に含みます。上記は委託販売分を含みます。

5,223

9,240
10,329 9,339

6,979

7,101

7,044
6,322 8,744

6,724
8,687

7,094

4,920

12,504

0

5,000

10,000

15,000

20,000

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月

外債

円債

2005年

13,608
12,325

2006年

16,284 16,651

18,084

13,704

（百万円）

2007年

19,599
円債

南アフリカランド債、他社株償還条項付社債

社債、個人向け国債の販売が非常に好調

前四半期比約154％増を達成し、

円債の販売額は四半期ベースで過去最高を記録

外債

の販売額が引続き高水準で推移
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0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

4 7 10 1 4 7 1 0 1 4 7 10 1 4

外国為替保証金取引の拡大

432,109
449,834

374,987

335,208
356,053

192,049

375,877
413,598

454,465

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

１Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

（千円）
外国為替保証金取引の収益推移

6月に「手数料無料キャンペーン」を実施。さらにキャンペーン後に正規手数料を引下げ

2006年3月期

（4）　トレーディング損益・その他収入

2004年

（口座数）

外国為替保証金取引の口座推移

2005年

62,320

2006年
2007年3月期

6
2007年

2008 年3月期
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（5）投資信託拡大への取組み及び実績

（百万円）

633

260

0

200

400

600

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

約143.3％増

※販売手数料及び信託報酬の合計（信託報酬には、ＭＲＦを含みます。）

投資信託関連収益

決算のポイント
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419
434

230

101

189

0
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350

400

450

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

投資信託の販売額の推移と主な取組み

（億円）

2007年3月期 2008年3月期
※ＭＭＦ、中国ファンドを含む

投資信託の販売額の推移

・注目度の高い地域への投資が可能

・「販売手数料実質1％キャンペーン」実施

（約定代金の2％をキャッシュバック）

7月18日　当社取扱額約150億円に達し完売

7月25日　継続募集開始

SBIグループのシナジーを活用した商品提供

（当初募集総額200億円）

過去最高の販売額を記録 ※

「ＳＢＩインド＆ベトナム株式ファンド」
6月から取扱開始

※当社における募集投信販売実績

（5）投資信託拡大への取組み及び実績



<32>

ノーロード投信の実績

当四半期においてノーロード投信の取扱本数を積極的に拡大

（本数）
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10

20

30

40

50

60

70
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2007年

取扱本数の推移 （億円）

2007年3月期 2008年3月期

ノーロード投信販売額の推移
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40
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267

0
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販売額は前年同期比で約3.6倍増を達成

2006年

（5）投資信託拡大への取組み及び実績
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投資信託残高と信託報酬の推移

ノーロード投信の拡大に伴い、残高の伸び以上に信託報酬が増加

1,625

579
717

982
1,091
1,177 1,200

1,277
1,402
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（億円）
投資信託　四半期末残高の推移

2006年3月期 2007年3月期
(注)ＭＭＦ、中国ファンドを含む

2008年3月期
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（百万円） 投資信託　信託報酬額の推移

2006年3月期 2007年3月期 2008年3月期
(注)ＭＭＦ、ＭＲＦ、中国ファンドを含む

（5）投資信託拡大への取組み及び実績
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922 977

1,915 1,702

1,532

726 801

2,382 2,383

185137

406343 11
1,290

0

3,000

6,000

9,000

(6) 販売費・一般管理費（連結）
（百万円）

取引関係費

人件費

不動産関係費

事務費

減価償却費

8,001

租税公課

7,717

提供情報料　他

取引所協会費・広告宣伝費　他

システムリース料　他

ソフトウェア減価償却費　他

システム・バックオフィス使用料　他

決算のポイント

のれん償却額

その他・
貸倒引当金繰入

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）
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約定件数と変動費の比較

※単体数値にて算出

(6)販売費・一般管理費

前期に引続き経費削減等の貢献により変動費は低水準で推移
（指数）

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

約定件数と変動費の指数比較

約定件数

変動費

約定件数は増加するも、変動費は約10％減少。約定関連に係る事務費の削減により、
変動費の大幅な減少を実現。

(変動費=取引関係費+事務費)
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(7)　2008年3月期　第1四半期　E*TRADE　KｏｒｅａCo.,Ltd．業績

決算のポイント

（ウォンからの換算については、月次決算数値をその月の月中平均レートにより円貨に換算し累計）

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

四半期純利益

純営業収益

　1,502　

　　411　

417　

　　316　

2007年3月期第1四半期
（2006年4月～2006年6月）

1,413　

+52.5　

+51.6　

+48.5　

+21.6　

前年同期比
増減率

+46.3　

　2,291　

　623　

　620　

　　384　

2008年3月期第1四半期
（2007年4月～2007年6月）

　2,068　
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10

11
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13

14

15

16

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

Ｅ*TRADE　Ｋｏｒｅａ　Ｃｏ.,Ｌｔｄ．の概況

概況（2007年6月30日現在）

資 本 金 ：

出 資 比 率 ：

150,888口座

委託売買代金：

口座数の拡大、活況な市況等により増収増益を達成、過去最高益を更新

今後の主な取組み予定

・グローバルな取引の提供
米国、中国、香港株取引を提供予定

・先進的なシステムを活用した営業力強化

SBIイー・トレード証券持分株式の評価益　約158億円 (2007年6月30日現在)

（7）E＊TRADE Korea Co.,Ltd.

(業界第11位)

（業界第4位）ネット口座数：

（万口座）

2007年3月期 2008年3月期

73.4％

66,390百万韓国ウォン

19,431,283百万ウォン

口座数の推移

※2007年6月29日現在のレートにて算出



２.当第1四半期の主な取組み
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2008年3月期第１四半期の主な取組み

5月

・携帯端末向けサービス「HYPER MOBILE」のS!アプリへの対応開始
・「空前絶後の大作戦」8商品の手数料体系などを業界最低水準へ一斉引き下げ
・WILLCOM「W-ZERO3」シリーズに対応する「MOBILE E*TRADE for W-ZERO3」サービス開始
・「投信でダブルスマイルキャンペーン」実施
※7月9日を期日としてトレードウィン及びトレイダーズフィナンシャルシステムズの株式交換による
　子会社化を決議

4月

6月

・外国為替保証金取引「E*TRADE FX」正規手数料引き下げ
・無期限信用（一般信用）取引の買方金利引き下げ
・「空前絶後の大作戦－大感謝キャンペーン」実施
・セブン銀行「みんなのマネーサイト。」での個人型401k口座の紹介開始
・海外ETFの取扱いを開始

・HYPER E*TRADEでの逆指値サービス開始
・セブン銀行との提携による即時決済サービスの開始
・SBIホールディングスが運営するSNS「イートレ長者村」の口座開設者への案内開始
※2007年10月1日を期日としてSBI証券との合併を決議

・印はサービスリリース、※印は提携・決定事項等

実施月 取組み内容

2．当第1四半期の主な取組み
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「空前絶後の大作戦」－様々な取扱い商品を業界最低水準の手数料体系へ

2．当第1四半期の主な取組み

多彩なラインナップの手数料体系などを一斉に業界最低水準に値下げ

単元未満株（S株）取引

一般信用取引金利（買方）

約定代金×0.63％
下限なし

年率3.3％→3.09％へ変更

外国為替保証金取引
E＊TRADE FX

　1取引単位あたり300円
１5取引単位以上一律4,500円

日経225先物 １枚525円

ミニ日経225先物 １枚105円

日経225オプション 約定代金×0.21％
下限210円

中国株式
約定代金×0.4095％
下限31.5香港ドル
上限315香港ドル

eワラント
20万円未満　262円
20万円以上　525円

国内株式に限らず、全ての商品において取引しやすい環境を提供することで、
個人投資家のリスク分散を支援

6月18日～7月28日を期間として取引に応じて最大１０万円をプレゼントするキャンペーンを実施
さらに

6％off

60％off

66％off

41％off

50％off

71％off

22％off

50％off

※「空前絶後の大作戦」終了後、更に正規手数料等の値下げを行ったもの

※

※
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海外ETFの取扱いを開始

6月19日より米国銘柄、6月29日より中国（香港）銘柄の取扱いを開始

2．当第1四半期の主な取組み

米国　　
10銘柄

中国　　
4銘柄

＜海外ETFの特徴＞
1. 株価指数に連動することを目的に
　運用されるため分かり易い

2. 通常の外国株式と同様に指値注文
　が可能

3. 一般の投資信託に比べ信託 報酬が
　安い

4. 外国株式と同様、当社では業界最低　
　水準の手数料体系で取引が可能
5. 外貨建で保有可能

◆米国銘柄　　　　　　　42.１％　

◆中国（香港）銘柄　　　　　　7.１％

外国株式の約定件数に占めるＥＴＦの割合

（サービス開始から7月27日まで）

今後、個人投資家のニーズに合わせて銘柄の拡充を検討
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システム会社2社の完全子会社化

2．当第1四半期の主な取組み

100％出資

より強力なシステム開発体制を構築

トレードウィン株式会社 トレイダーズフィナンシャルシステムズ株式会社

<当社との関係>

・外国株式の証券バックオフィスシステム
　の発注

・先物オプション取引システムの発注

・モバイルシステムの発注

100％出資 2007年7月9日付で株式交換により

完全子会社化

<当社との関係>

（子会社化によるメリット）

・情報、課題等の共有を図ることにより、サービス開発期間を短縮

・システム開発コストの削減が可能



３．今後の事業展開
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３．今後の事業展開

・ネット銀行との協業によるグループシナジーの追求

・夜間取引市場開設準備の進捗

・「オンライン総合証券」の両輪：リテールビジネスとコーポレートビジネス

(１) 「オンライン総合証券」の追求

・安定した収益体質の確立

(2)今後の展開

・SBI証券との合併について：国内で初めてとなる「リアル Based On ネット証券」の実現

・ビジターサイトのリニューアルを検討

・証券仲介業による投資信託販売の強化
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57.4

54.7

52.7

54.2

51.5

34.5

38.0

31.0

41.0

34.9 3.5

0.4

5.4

13.3 20.5

4.3

2.0

1.1

18.4

0.7

30.9

4.7

11.8

4.7

7.0

4.6

16.9野村證券

カブコム

楽天

マネックス

松井

SBIイー･トレード

安定した収益体質の確立

委託手数料
引受・売出手数料
募集・売出手数料金融収益 その他

トレーディング損益
2008年3月期　第1四半期　証券各社　営業収益(連結)　構成比

（％）

市況に左右されない収益体質の構築

(１) 「オンライン総合証券」の追求

出所：各社ホームページ、決算資料（※野村證券は国内基準の決算書より抽出）

（単体）
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「オンライン総合証券」の両輪：リテールビジネスとコーポレートビジネス

IPO引受けIPO引受け
セカンダリー
ファイナンス
セカンダリー
ファイナンス

M&AM&A
IR支援IR支援

ＩＲ・投資情報
提供
ＩＲ・投資情報
提供ＩＰＯ株・募集

立会外分売
ＩＰＯ株・募集
立会外分売

証券化商品証券化商品
ＦＸ・先物ＯＰ
カバワラ
ＦＸ・先物ＯＰ
カバワラ

株式
投資信託
債券

株式
投資信託
債券

立会外分売
（主斡旋）
立会外分売
（主斡旋）

コーポレートビジネスリテールビジネス

リテールでの販売力、
グループのコンテンツ
を活かし、コーポレー
トビジネスを拡大。

新サービス・魅力的な
手数料体系でシェアを
拡大し、更なる顧客基
盤の拡充を図る。

圧倒的なシェアを誇る顧客基盤　 ：　　1,450,764口座（2007年6月末現在）

リテールビジネスの基盤を活かしたコーポレートビジネスの展開により
安定した収益体質の構築を図る

拡大する個人委託売買代金シェア：　　33.4％（2008年3月期第1四半期）(注)

(１) 「オンライン総合証券」の追求

(注)東証統計資料、JASDAQ統計資料等公表資料より当社にて集計
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ＳＢＩ証券との合併について

(２) 今後の展開

国内初となる「リアルBased on ネット証券」の実現

コーポレート部門

インターネット取引

対面店舗

2007年10月1日の合併予定日に向け、営業・システム・業務・法務・総務機能・
財務・経理などの11分科会を開催し、合併後の具体案を検討中

・店舗でのセミナーを案内

・業界格安の手数料体系で業界最高水準のサ
ービスの提供

・インターネットで各店舗・営業員を紹介

＜新たに提供するサービス案＞

・「相談できるコールセンター」の開設

・PB業務の展開
・IPO引受先の役職員の資産運用支援
・インターネット口座開設
・リアルセミナーの開催

・IPO引受業務

・PO引受業務の拡大

＜今後の業容拡大のための施策＞

＜合併後のサービス展開案＞

インターネットを基盤として、対面取引の強みを活かすことで　　　　　　　　　　　　　　　　
リテール部門・コーポレート部門の両面を拡大し、“オンライン総合証券“を追求する

取引・決済システムの統合
・IPO引受会社の上場後の
　資金調達をサポート
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SBIジャパンネクスト証券が2007年6月27日にＰＴＳ認可を取得

夜間取引市場開設準備の進捗

ＳＢＩジャパンネクスト証券

SBIイー・トレード証券では、現在8月末に予定されている
SBIジャパンネクスト証券の開業に合わせてサービス開始予定。

ゴールドマンサックス証券

売買価格の決定方法：顧客注文対当方式
取引時間：19:00～23:50
取扱銘柄：国内証券取引所に上場する　　　　　　
　　　　　　銘柄のうち当社が指定する銘柄
※SBIホールディングス発表による概要（予定）

ゴールドマン・サックス証券が参加することにより、高い流動性の確保が期待される

(注)現在、参加予定の証券会社。具体的な開始時期、サービス内容等は参加証券会社により異なります。

(注)

(注) (注)

(２) 今後の展開

(注)
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ネット銀行との協業によるグループシナジーの追求

※当該業務の開始は関係当局の許認可等を前提といたします

証券口座と銀行口座の緊密な連携の実現

・ネットで完結　本人確認書類不要の口座開設（証券口座保有で本人確認済みとの前提）

SBIと住信が共同で設立準備するネット銀行から、銀行代理業務を受託予定

更なる利便性向上に資する提携により、「顧客中心主義」を追求

・SBI住信ネットバンク設立準備調査会社は

上半期中の開業を目指し、現在手続き中
SBI住信ネットバンク設立準備調査会社

【出資比率】SBI HD　50％　　住友信託銀行　50％

【資本金】約 1 4 0 億 円

提供サービス（案）

・同社の銀行免許取得を前提として、

　速やかに銀行代理業に参入予定

・スイープサービスにより資金移動を簡素化　・証券口座と銀行口座のシングルサインオン

(２) 今後の展開
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証券仲介業を活用した投資信託の販売拡大

SBIファンドバンク

SBIイー・トレード証券取扱いの
約270本(2007年6月末現在)のフ
ァンドを中心に展開

特に投資信託を中心とした
証券仲介業を展開

さらに独自に厳選した銘柄を
WEBサイトで詳細に説明

投資信託に特化した販売網を獲得することで、販売と預り資産の拡大を目指す

SBIファンドバンクは投資信託をメイン商品とすることで、
拡大する投資信託による資産運用ニーズに応える

※当該業務の開始はSBIファンドバンク㈱の証券仲介業登録を前提とします。

証券仲介業

契約

SBIホールディングス㈱　100％出資比率

資本金２億円：資本準備金１億円資本金

2007年4月19日設立年月日

<SBIファンドバンク㈱の概要>

(２) 今後の展開
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ビジターサイトのリニューアルを検討

積極的に獲得、ネット取引の更なる活性化を図る

さらなる新規口座開設者獲得に向けたサイトのリニューアルを検討中

ネットユーザーに定評ある現行サイト

利用に際してストレスを感じさせない

優れたユーザビリティの実現を目指す

既存顧客の利便性向上と共に投資未経験者・総合証券利用者を

豊富なサービス・情報量豊富なサービス・情報量

投資・PCリテラシーの高い層に好評

初心者層には、情報の取捨選択が困難

(２) 今後の展開
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